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「建築物の構造関係技術基準解説書」
に関する最近の話題について

～ 鉄筋コンクリート造，鉄骨造の関連情報を中心に ～

(1) 2020年版での主な改定内容

(2) 正誤表について

(3) 質疑（Ｑ＆Ａ）について
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(1) 2020年版での主な改定内容

鉄骨造関係

内容 記載箇所

全塑性曲げモーメント計算時の
はり有効断面

p.364（6.3.3 Ｓ造ルート2）
p.367（6.3.4 Ｓ造ルート3）

仕口部のはりウェブ伝達効率と
保有耐力接合，部材群種別

p.626,p.627（付録1-2.4 
Ｓ部材の変形能力確保）

柱脚基礎コンクリートの
立ち上げ部有無と検討項目

p.639（付録1-2.6 
柱脚設計の考え方）

柱脚が取り付く部材も考慮した
構造特性係数Ｄs値

p.642（付録1-2.6 
柱脚設計の考え方）

ベースプレート降伏耐力確認時の
アンカーボルト断面

p.649（付録1-2.6 
柱脚設計の考え方）

3／22



2021年12月16日 構造計算適合性判定業務に関するセミナー建 道総研 建築性能試験センター

(1) 2020年版での主な改定内容

鉄筋コンクリート造関係 （１）

内容 記載箇所

耐震壁直下の基礎における
保有水平耐力計算時の支持条件

p.347（6.2.4 保有水平耐力）

付着割裂破壊の検討方法 p.386：ルート１（6.4.2 RC造ルート１）
p.389：ルート２（6.4.3 RC造ルート２）

せん断破壊する耐震壁がある階の
βu

p.397,p.399（6.4.4 RC造ルート３）
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(1) 2020年版での主な改定内容

鉄筋コンクリート造関係 （２）

内容 記載箇所

２段筋をカットオフ配筋した場合の
付着応力度

p.661（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）

カットオフ筋のある
柱・はりの付着割裂破壊

p.669（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）

定着投影長さが不足する
はり主筋の定着確認方法

p.689（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）

基礎スラブ・くいに関する
技術資料

pp.690～692（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）

ピロティ階上部の柱はり接合部，
耐力壁下枠はりなどの設計

p.757（付録1-6.2 ピロティ階崩壊を
許容する設計法）
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(1) 2020年版での主な改定内容

各構造共通

内容 記載箇所

性能向上・改善目的の制振部材
の取扱いと構造安全性確認

pp.36～37（2.2.2 建築物の規模と
仕様規定，構造計算）

増改築規模と適用規定 pp.785～787（付録２
既存建築物の構造規定適用）

既存不適格建築物の
遡及適用緩和

pp.787～788（付録２
既存建築物の構造規定適用）

構造耐力上の危険性増大 p.786,p.789（付録２
既存建築物の構造規定適用）
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(2)正誤表について
(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

https://www.icba.or.jp/
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(2)正誤表について
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(2)正誤表について

更新履歴
年月日 更新内容

令和2年10月27日 64項目公表

令和3年 3月 5日 （6項目追加）

令和3年 8月 2日 （18項目追加）

令和3年 9月17日 （1項目追加） 25項目追加公表

令和3年11月19日 （2項目追加） 2項目追加公表

現在：91項目公表中

(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について
令和3年10月4日 公開 （36項目公表中）
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このとき，規定の主旨は上部構造に一定の耐力を確
保することであるため，地下部分についてこのような追
加的な割増しの検討が必要となるのは，上部構造の耐
力の確保に関連する部分（たとえば柱脚における引抜き
など）に限られる。

(2)正誤表について

p.324 （6.1 許容応力度計算の方法）
上部構造の割増しに対する地下部分への適用範囲
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄骨造関係

No. 内容 記載箇所

13 ピン接合されたはりへの
幅厚比規定の適用

p.364（6.3.3 Ｓ造ルート2）

26 はり仕口保有耐力接合における
ウェブ断面取扱い

p.626（付録1-2.4 
Ｓ部材の変形能力確保）

28 鉄筋コンクリート造の基礎ばりヒンジと
Ｄs値

p.642（付録1-2.6 
柱脚設計の考え方）
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄骨造関係
No.13：ピン接合されたはりへの幅厚比規定の適用

ﾌﾞﾚｰｽ

柱

桁梁

「両端がピン（に近い条件）で接合されたはり」であっても、ブレースの取り付き有無
にかかわらず幅厚比の規定は適用 （昭55建告第1791号第２第四号）

鋼材の断面に構造耐力上支障のある局部座屈を生じないことが確かめられた場
合にあっては、この限りではない。 （昭55建告第1791号第２第四号 ただし書き）

‖
崩壊メカニズム時に塑性状態に達しないものとみなせるものは、局部座屈が生
じないことを計算で確かめることにより当該はり等に対して幅厚比規定を適用しな
いことができる。
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄骨造関係
No.26：はり仕口保有耐力接合におけるウェブ断面取扱い

全塑性モーメント Ｍp は、必ずウェブ断面を含む全断面を考慮
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄骨造関係
No.28：鉄筋コンクリート造の基礎ばりヒンジとＤs値

全て FA 部材だとすると、
Ｄs＝0.25 （鉄骨造）

全て FA 部材でも、
Ｄs＝0.30 （鉄筋コンクリート造）

鉄筋コンクリート造の基礎ばりにヒンジが生じる場合には、
鉄筋コンクリート造（と鉄骨造の大きい方）の構造特性係数 Ｄs となります
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄筋コンクリート造関係

No. 内容 記載箇所

17 準拠する規準や指針と
柱はり接合部のせん断補強筋量

p.401（6.4.4 RC造ルート3）
p.689（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）

18 準拠する規準や指針と
はり主筋定着投影長さ

p.401（6.4.4 RC造ルート3）
p.689（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）

34 耐震壁の開口補強筋の検討に用いる
設計用せん断力

p.677（付録1-3.1 
RC部材の力学モデル資料）
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pw

鉄筋コンクリート構造
計算規準

せん断
終局強度式

鉄筋コンクリート造
建物の靱性保証型

耐震設計指針

せん断補強筋量
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄筋コンクリート造関係
No.17：準拠する規準や指針と

柱はり接合部のせん断補強筋量

柱はり接合部のせん断終局強度算定で用いた規準や指針で
定められたせん断補強筋量を用いる

（それぞれの規準や指針の定義や適用範囲に従う）
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鉄筋コンクリート構造
計算規準

鉄筋コンクリート造
建物の靱性保証型

耐震設計指針

水平投影長さ 水平投影長さ
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄筋コンクリート造関係
No.18：準拠する規準や指針とはり主筋定着投影長さ

準拠する規準や指針で定められた定着長さを用いる
（同一建物で準拠する規準や指針は統一する）

水平投影長さ

D
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開口補強筋
（横筋）

:Ah

:Av

:Ad
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ＲＣ規準 19条「壁部材の算定」 第５（開口補強）に従い算定

(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

鉄筋コンクリート造関係
No.34：耐震壁の開口補強筋の検討に用いる

設計用せん断力
せん断破壊する

耐震壁
せん断終局強度を負担できる

開口補強筋量

上記以外の
耐震壁

メカニズム時応力の1.25倍
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

各構造共通

No. 内容 記載箇所

10 地上部分と見なされる地階に
必要な計算

p.297（5.5 地震力）

22 地盤の許容応力度算定における
直接基礎の荷重傾斜角の取扱い

p.567（9.6.2 地盤の
許容応力度）

23 基礎ぐいの先端支持力計算に用いる
Ｎ値の範囲と地盤の許容応力度

p.574,p.577（9.6.3 
基礎ぐいの許容支持力）
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

各構造共通
No.10：地上部分と見なされる地階に必要な計算

2/3D未満

「地上部分」扱い 「地上部分」扱い

全周の面積の75%未満

耐震計算上「地上部分」扱いとなる内容
・固有周期計算用高さ
・剛性率
・偏心率
・保有水平耐力の確認 など
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

各構造共通
No.22：地盤の許容応力度算定における

直接基礎の荷重傾斜角の取扱い

平13年国交告第1113号 第2

長期：qa（kN/m2）=1/3（ ic･α･C･Nc+ir･β･γ1･B･Nγ+iq･γ2･Df･Nq ）

短期：qa（kN/m2）=2/3（ ic･α･C･Nc+ir･β･γ1･B･Nγ+iq･γ2･Df･Nq ）

荷重傾斜係数 ic=iq=（1-θ/90）2 , ir=（1-θ/Φ）2

荷重

地盤▽

水平力が
加わった
傾斜荷重

基礎

θ告示の規定通り運用
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(3)質疑（Ｑ＆Ａ）について

各構造共通
No.23：基礎ぐいの先端支持力計算に用いる

Ｎ値の範囲と地盤の許容応力度

2019年版は
検証不十分
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計算に用いる
Ｎ値の範囲

（くい先端から）

先端の地盤の
許容応力度

（長期）
上限値

技術基準
解説書

下部1d～上部4d 150/3 N

基礎指針
（2001）

下部1d～上部1d 100/3 N 7,500 [kN/m2]

基礎指針
（2019）

下部1d～上部1d 120/3 N 7,500 [kN/m2]

場所打ち（コンクリート）ぐいの先端支持力


